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証券コード4205 

平成25年６月６日 

株 主 各 位 
東京都千代田区丸の内一丁目６番２号

日 本 ゼ オ ン 株 式 会 社
取締役社長 古 河 直 純

 
 

第88回定時株主総会招集ご通知 
 

拝啓 日頃は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。 
 さて、当社第88回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださ
いますようご通知申し上げます。 
 なお、当日ご出席お差し支えの場合は、書面によって議決権を行使することができ
ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討いただき、同封の議決権行
使書用紙に賛否をご表示いただき、折り返しご送付くださいますようお願い申し上げ
ます。 

敬 具 
記 

 

１. 日   時 平成25年６月27日（木曜日）午前10時 
（受付開始は９時30分からとさせていただきます｡） 

２. 場   所 東京都千代田区丸の内一丁目６番２号 
（新丸の内センタービル14階）当社会議室 

３. 会議の目的事項 
 
 報 告 事 項 １. 第88期（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）事業報

告の内容、連結計算書類の内容ならびに会計監査人および監査
役会の連結計算書類監査結果の報告の件 

  ２. 第88期（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）計算書
類の内容報告の件 

 
 決 議 事 項  
  第１号議案 剰余金の処分の件 
  第２号議案 定款一部変更の件 
  第３号議案 取締役10名選任の件 
  第４号議案 監査役１名選任の件 
 

以 上 
 
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 
 当日ご出席の際は、同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよう
お願い申し上げます。 
 本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち､「連結計算書類の連結注記表」およ
び「計算書類の個別注記表」につきましては、法令および当社定款第16条の規定に基
づき、インターネット上の当社ウェブサイト(http://www.zeon.co.jp)に掲載してお
りますので、本招集ご通知には記載しておりません。従いまして、本招集ご通知の添
付書類は、監査報告を作成するに際して監査役および会計監査人が監査をした対象の
一部であります。 
 株主総会参考書類および添付書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社
ウェブサイト(http://www.zeon.co.jp)に掲載させていただきます。 
  



〆≠●0 
00_0637001102506.docx 
日本ゼオン㈱様 招集 2013/05/17 22:53:00 印刷 2/2 

― 2 ― 

目  次 

 

添 付 書 類 

・事業報告 

１. 企業集団の現況に関する事項…………………………………………３ 
 

２. 会社の株式に関する事項………………………………………………８ 
 

３. 会社の新株予約権等に関する事項……………………………………９ 
 

４. 会社役員に関する事項…………………………………………………10 
 

５. 会計監査人の状況………………………………………………………13 
 

６. 取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保する 

 ための体制その他業務の適正を確保するための体制………………14 
 

７. 会社の支配に関する基本方針…………………………………………20 
 
・連結貸借対照表………………………………………………………………25  
・連結損益計算書………………………………………………………………26 
 
・連結株主資本等変動計算書…………………………………………………27 
 
・貸借対照表……………………………………………………………………29  
・損益計算書……………………………………………………………………30 
 
・株主資本等変動計算書………………………………………………………31 
 
・連結計算書類に係る会計監査報告…………………………………………34 
 
・計算書類に係る会計監査報告………………………………………………35 
 
・監査役会の監査報告…………………………………………………………36 

 

株主総会参考書類………………………………………………………………38 

 



〆≠●0 
01_0637001102506.docx 
日本ゼオン㈱様 招集 2013/05/13 21:44:00 印刷 1/22 

― 3 ― 

（添付書類） 

 

事  業  報  告 
 

(平成24年４月１日から平成25年３月31日まで) 

 

１．企業集団の現況に関する事項 
 (1) 事業の経過およびその成果 

当期の経営環境を振り返りますと、期末にかけて政府の経済対策への期待感に

伴う円安基調への転換や株価の急速な回復がみられたものの、期を通じては欧州

債務危機や新興国の景気減速等に起因する世界経済の先行き不透明感はなお拭え

ず、海外市況の悪化など、当社グループを取り巻く環境としては大変厳しい状況

で推移しました。 

当社グループはこのような環境のもとで、引き続き「ＺΣ運動」による徹底し

たコスト削減に努めるとともに、エラストマー素材事業におきましては販売価格

の改定、高機能材料事業におきましては付加価値の高い新製品の開発と事業拡大

に取り組んでまいりました。 

この結果、当期の連結売上高は2,507億63百万円となり、前期に比べて120億80

百万円の減収となりました。 

 また、連結営業利益は236億96百万円となり前期に比べて84億26百万円の減益、

連結経常利益は252億12百万円と前期に比べて62億74百万円の減益、連結当期純

利益は147億50百万円と前期に比べて43億77百万円の減益となりました。 

 部門別の概況は以下のとおりです。 

 

〔エラストマー素材事業部門〕 

合成ゴム関連では、期の後半にかけて国内自動車生産が前期比マイナスに転じ

たことに加え、主要用途であるタイヤの顧客需要が調整局面に入ったこと等も影

響し、国内販売は低調に推移しました。輸出につきましては、期末にかけての拡

販が奏功し販売数量を伸ばしましたが、海外子会社は、世界経済減速に伴う需要

低迷や海外市況の悪化等の影響が大きく、米国子会社、英国子会社いずれも販売

が振るいませんでした。この結果、合成ゴム全体では、売上高、営業利益ともに

前期を下回りました。 

合成ラテックス関連では、製紙向け、樹脂改質向けの国内販売がいずれも振る

わず、輸出につきましても、手袋向けの販売が期を通じて低調に推移しました。

この結果、合成ラテックス全体では、売上高、営業利益ともに前期を下回りまし

た。 

化成品関連では、国内販売が市場の需要低迷を受け低調に推移した一方、輸出

販売は前期の販売調整の反動および期末にかけての円安の進行を背景として好調



〆≠●0 
01_0637001102506.docx 
日本ゼオン㈱様 招集 2013/05/13 21:44:00 印刷 2/22 

― 4 ― 

に推移しました。タイの石油樹脂子会社は、タイ国内の需要低迷の影響から、同

国内の販売が振るいませんでした。この結果、化成品全体では、売上高、営業利

益ともに前期を下回りました。 

 以上の結果、エラストマー素材事業部門全体の売上高は前期に比べて135億19

百万円減少し1,640億28百万円、営業利益は前期に比べて105億71百万円減少し

195億95百万円となりました。 

 

  〔高機能材料事業部門〕 

高機能樹脂関連では、医療用途が好調だったことに加え、期の後半にかけて光

学レンズ用途の販売が堅調に推移しました。高機能部材関連では、モバイル向け

光学フィルムが期を通じて好調で販売数量を伸ばし、期の後半にかけてはテレビ

向け光学フィルムも2013年モデル向けの販売本格化に伴い、数量および売上高を

伸ばしました。この結果、高機能樹脂及び部材全体では、売上高、営業利益とも

に前期を上回りました。 

情報材料関連では、電池材料の販売は好調でしたが、電子材料やトナー等の売

上高は前期を下回りました。この結果、情報材料全体では、売上高は前期を下回

りましたが、営業利益は前期を上回りました。 

化学品関連では、需要低迷の影響を受け特殊化学品の販売が低調に推移しまし

た。合成香料の販売も競争激化の影響を受けましたが、期末にかけての円安の進

行により、売上高は前期を上回りました。この結果、化学品全体では、売上高、

営業利益ともに前期を下回りました。 

 以上の結果、高機能材料事業部門全体の売上高は前期に比べて32億77百万円増

加し514億11百万円、営業利益は前期に比べて21億22百万円増加し26億13百万円

となりました。 

 

  〔その他の事業部門〕 

 その他の事業においては、子会社の商事部門の売上高が前期を下回りました。

この結果、その他の事業部門全体の売上高は前期に比べて15億49百万円減少し

375億８百万円、営業利益は前期に比べて54百万円増加し14億89百万円となりま

した。 

 

 (2) 設備投資の状況 

 当期の設備投資額は、234億89百万円でありました。その主要なものはシンガ

ポールＳ－ＳＢＲプラントの建設などであります。 

 

 (3) 資金調達の状況 

 当期の資金調達は、自己資金のほか金融機関からの借入金およびコマーシャ

ル・ペーパーの発行で充当いたしました。 
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 (4) 対処すべき課題 

 当期は、平成23年度から平成25年度までの中期経営計画『SZ-20（エスゼット 

20）』推進の２年目として、計画で掲げました「『2020年のありたい姿』－化学

の力で未来を今日にするZEON－」の実現のため、全社事業戦略として「エラスト

マー素材事業と高機能材料事業のそれぞれの強みを磨き上げ、両輪でグローバル

に事業を拡大する」こと、ならびに「2020年のありたい姿を実現する企業風土を

『見える化』をベースに育成する」ことの２点を基本方針として、諸課題に取り

組んでまいりました。 

１点目の全社事業戦略について、エラストマー素材事業では、シンガポールＳ

－ＳＢＲプラントをはじめとするグローバル生産拠点の建設を進めてまいりまし

たが、 終年度にあたる平成25年度におきましては、これらのグローバル生産拠

点を確実に立ち上げ、海外生産高比率を上げてまいります。加えて、汎用製品の

差別化など、経済状況等の環境変化にも耐えうる製品の研究開発、上市を進めて

まいります。また、高機能材料事業では、重点３事業分野（情報用部材・エナジ

ー用部材・メディカルデバイス）での研究開発や上市を早めるとともに、福井県

敦賀市に建設中の斜め延伸位相差フィルム工場など、新規プラントの確実な立上

げにより、事業拡大を目指してまいります。 

 ２点目の企業風土の育成に関しましては、当社グループ全員が共有する「重要

な価値観（スピード・対話・社会貢献)」を実践し強化する取り組みや､「大切に

するゼオンらしさ（仲間との相互信頼)」を育み強化する取り組みを推進してま

いりました。平成25年度も継続して、これらの取り組みを推進してまいります。 
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 (5) 財産および損益の状況の推移 
 

区     分 
平成21年度 
第 85 期 

平成22年度 
第 86 期 

平成23年度 
第 87 期 

平成24年度 
第 88 期 
(当期) 

売 上 高 (百万円) 225,878 270,383 262,842 250,763 

経 常 利 益 (百万円) 9,448 33,623 31,487 25,212 

当 期 純 利 益 (百万円) 5,020 18,303 19,127 14,750 

１株当たりの当期純利益(円) 21.26 78.77 82.75 63.81 

総 資 産 (百万円) 281,053 290,596 311,925 350,508 
 

(注) 1. １株当たりの当期純利益は、期中平均発行済株式数（ただし、自己株式数は除外）によっ
て算出しております。 

2. 第86期は、各事業部門が売上を伸ばし、売上高、経常利益および当期純利益いずれも増加
しました。 

3. 第87期は、売上高および経常利益は減少しましたが、特別損益の改善が寄与し、当期純利
益は増加しました。 

4. 第88期（当期）は前記「(1) 事業の経過およびその成果」に記載したとおりであります。 

 

 (6) 重要な親会社および子会社の状況 

  ① 親会社との関係 

    該当事項はございません。 

  ② 重要な子会社の状況 
 

会  社  名 資 本 金
当 社 の
議決権比率

主要な事業内容 

 百万円 ％  

東 京 材 料 株 式 会 社 228 75.3 各種化学商品等の仕入販売 

 百万円 ％  

ゼ オ ン 化 成 株 式 会 社 463 100.0
プラスチック製品・包装梱包材料
等の加工・販売および資材の販売 

 百万円 ％  

株 式 会 社 ト ウ ペ 2,310 89.2 塗料、合成ゴム等の製造・販売 

 百万米ドル ％  

ゼ オ ン ・ ケ ミ カ ル ズ 社 36 100.0 持株会社 

 百万ポンド ％  

ゼオン・ケミカルズ・ヨーロッパ社 23.3 100.0 合成ゴムの製造・販売 

 
(注) 1. 東京材料株式会社に対する当社の議決権比率には、当社の子会社であるゼオン化成株式会

社を通じての間接所有分を含んでおります。また、ゼオン化成株式会社に対する当社の議
決権比率には、当社の子会社であるゼオンノース株式会社を通じての間接所有分を含んで
おります。 

2. 当社は、公開買付けにより株式を取得し、平成25年３月27日付で株式会社トウペを子会社
といたしました。 
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 (7) 主要な事業内容 

   下記製品の製造および販売 
 

事 業 部 門 主   要   製   品 

エラストマー素材事業部門 合成ゴム、合成ラテックス、化成品 

高 機 能 材 料 事 業 部 門 高機能樹脂、高機能部材、情報材料、化学品、医療器材 

そ の 他 の 事 業 部 門 
ＲＩＭ配合液、ＲＩＭ成形品、塗料、ブタジエン抽出技術等の
技術販売 

 
 (8) 主要な営業所および工場 
  ① 当  社 
 

本 社 東京都千代田区丸の内一丁目６番２号 

事 務 所 大阪事務所（大阪市)、名古屋事務所（名古屋市） 

工 場 
高岡工場（富山県)、川崎工場（川崎市)、徳山工場（山口県)、水島工場 
(岡山県） 

研 究 所 総合開発センター（川崎市)、精密光学研究所（富山県） 

 
  ② 重要な子会社 
 

区   分 会    社    名 本店所在地 

国 内 

東京材料株式会社 東京都千代田区 

ゼオン化成株式会社 東京都千代田区 

株式会社トウペ 大阪府堺市 

海 外 
ゼオン・ケミカルズ社 米国 

ゼオン・ケミカルズ・ヨーロッパ社 英国 

 
 (9) 従業員の状況  
 

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 

3,163名 10.7％増 

 
 (10) 主要な借入先 
 

借    入    先 借    入    額 

株 式 会 社 日 本 政 策 投 資 銀 行 8,000百万円 

株 式 会 社 み ず ほ コ ー ポ レ ー ト 銀 行 7,552百万円 

農 林 中 央 金 庫 5,733百万円 
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 (11) その他企業集団の現況に関する重要な事項 
   当社と株式会社トウペ（以下「トウペ社」といいます｡）は、平成25年５月９

日開催の両社の取締役会において、当社がトウペ社を完全子会社化するための株
式交換（以下「本株式交換」といいます｡）を行うことを決議し、同日付で株式
交換契約を締結いたしました。 

   本株式交換は、平成25年８月１日を効力発生日と予定しておりますが、平成25

年６月25日に開催予定のトウペ社の定時株主総会において承認を受けることを条

件としております。また、当社においては会社法第796条第３項の規定に基づき、

簡易株式交換の手続きにより株主総会の承認を受けずに本株式交換を行う予定で

す。 

 
２．会社の株式に関する事項 

(1) 発行可能株式総数 800,000,000株
 
(2) 発行済株式の総数 242,075,556株(自己株式10,913,315株を含む｡) 

 
(3) 株主数 10,788名(前期末比  1,433名減) 

 (4) 大株主 
 

株    主    名 
当社への出資状況 

持  株  数 持 株 比 率 

 千株 ％ 

横 浜 ゴ ム 株 式 会 社 20,136 8.71 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口) 16,355 7.08 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口) 15,237 6.59 

朝 日 生 命 保 険 相 互 会 社 10,679 4.62 

株 式 会 社 み ず ほ コ ー ポ レ ー ト 銀 行 8,770 3.79 

全 国 共 済 農 業 協 同 組 合 連 合 会 7,450 3.22 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口9) 6,762 2.93 

旭 化 成 ケ ミ カ ル ズ 株 式 会 社 6,438 2.79 

古 河 電 気 工 業 株 式 会 社 5,594 2.42 

株 式 会 社 損 害 保 険 ジ ャ パ ン 4,689 2.03 
 

(注) 1. 当社は自己株式10,913千株を保有しておりますが、上記の表には記載しておりません。ま
た、持株比率は自己株式を控除して計算しております。 

2. 上記の表には記載しておりませんが、平成25年３月31日現在、横浜ゴム株式会社が三菱Ｕ
ＦＪ信託銀行株式会社へ退職給付信託として信託設定した株式（株主名簿上の名義は「日
本マスタートラスト信託銀行株式会社（退職給付信託口・横浜ゴム株式会社口)｣）が、
3,400千株（持株比率1.47％）あります。この株式の議決権は信託約款上、横浜ゴム株式会
社が留保しています。 
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３．会社の新株予約権等に関する事項 
 (1) 当社役員が保有している新株予約権の状況（平成25年３月31日現在） 

  ① 目的となる株式の種類および数 

普通株式 400,000株（新株予約権１個につき1,000株） 

  ② 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額  １株あたり１円 

  ③ 新株予約権の主な行使条件 

 新株予約権者は、原則として当社の取締役を退任したときに限り、新株予約

権を行使することができる。 

  ④ 当社役員の保有状況 
 

 名称 個数
目的となる
株 式 の 数

行使期間 保有者数 

取締役 

日本ゼオン株式会社2006年発行新
株予約権(株式報酬型ストックオ
プション) 

39個 39,000株
平成18年８月16日から 
平成48年８月15日まで 

６名 

日本ゼオン株式会社2007年発行新
株予約権(株式報酬型ストックオ
プション) 

40個 40,000株
平成19年８月16日から 
平成49年８月15日まで 

６名 

日本ゼオン株式会社2008年発行新
株予約権(株式報酬型ストックオ
プション) 

53個 53,000株
平成20年８月12日から 
平成50年８月11日まで 

６名 

日本ゼオン株式会社2009年発行新
株予約権(株式報酬型ストックオ
プション) 

86個 86,000株
平成21年８月13日から 
平成51年８月12日まで 

９名 

日本ゼオン株式会社2010年発行新
株予約権(株式報酬型ストックオ
プション) 

77個 77,000株
平成22年７月15日から 
平成52年７月14日まで 

９名 

日本ゼオン株式会社2011年発行新
株予約権(株式報酬型ストックオ
プション) 

53個 53,000株
平成23年７月14日から 
平成53年７月13日まで 

10名 

日本ゼオン株式会社2012年発行新
株予約権(株式報酬型ストックオ
プション) 

52個 52,000株
平成24年７月13日から 
平成54年７月12日まで 

10名 

 

 (2) 当期中に当社使用人等に交付した新株予約権の状況 

   該当事項はございません。 
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４．会社役員に関する事項 
 (1) 取締役および監査役の氏名等 
 

地   位 氏     名 担当または重要な兼職の状況 

代 表 取 締 役
取 締 役 社 長

古 河 直 純  

取 締 役
専務執行役員

田 中 公 章 経営企画担当、人事担当ならびに生産担当 

取 締 役
専務執行役員

伏 見 好 正 基盤事業本部長 

取 締 役
専務執行役員

大 島 正 義
高機能事業本部長 
泉瑞股份有限公司董事長 

取 締 役
常務執行役員

南   忠 幸
経営管理担当、経営管理統括部門長 
ゼオンエフアンドビー株式会社代表取締役 

取 締 役
常務執行役員

荒 川 公 平 研究・知的財産担当 

取 締 役
常務執行役員

武 上   博 ＣＳＲ担当 

取 締 役 伊 藤 晴 夫 富士電機株式会社相談役 

取 締 役
執 行 役 員

長谷川   純 ラテックス事業部長 

取 締 役
執 行 役 員

平 川 宏 之
特別プロジェクト担当 
ゼオンケミカルズシンガポール株式会社取締役社長 
ゼオンアジア株式会社取締役社長 

取 締 役
執 行 役 員

伊 藤   敬
経営企画統括部門長、人事統括部門長、原料統括、経営
企画部長 

常 勤 監 査 役 岡 田 誠 一  

常 勤 監 査 役 岩 田 峰 郎  

監 査 役 藤 田    讓
朝日生命保険相互会社 高顧問 
公益社団法人ユナイテッド・ワールド・カレッジ日本協
会会長 

監 査 役 南 雲 忠 信 横浜ゴム株式会社代表取締役会長兼ＣＥＯ 

監 査 役 森   信 博 株式会社東京ドーム社外取締役 
 

(注) 1. 取締役のうち伊藤晴夫氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 
2. 監査役のうち藤田讓、南雲忠信および森信博の各氏は、会社法第２条第16号に定める社外

監査役であります。 
3. 取締役のうち伊藤晴夫氏は、東京証券取引所に独立役員として届け出ております。 
4. 監査役のうち藤田讓および森信博の両氏は、東京証券取引所に独立役員として届け出てお

ります。 
5. 社外取締役および社外監査役の重要な兼職の状況については、上記に加え「(3）社外役員

に関する事項」にも記載のとおりであります。 
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6. 平成24年６月28日開催の取締役会において、常務執行役員田中公章、伏見好正および大島
正義の各氏は専務執行役員に選任され、また、執行役員武上博氏は常務執行役員に選任さ
れ、それぞれ就任いたしました。 

7. (ご参考）その他の執行役員（取締役を兼務しない執行役員）は、以下のとおりです。 
 

地   位 氏    名 担       当 

常務執行役員 井 上 幹 雄 基盤事業副本部長、化成品事業部長 

常務執行役員 朝比奈   宏
生産本部長、総合生産センター長、生産革
新センター長 

常務執行役員 三 平 能 之
総合開発センター長、総合開発センター管
理部長 

執 行 役 員 桜 井 賢 典 ＲＩＭＴＥＣ株式会社代表取締役社長 

執 行 役 員 梅 澤 佳 男
グローバル事業統括部門長、グローバル事
業管理部長 

執 行 役 員 今 井 廣 史

瑞翁（上海）管理有限公司董事長 
瑞翁化工（上海）有限公司董事長 
瑞翁貿易（上海）有限公司董事長 
瑞翁化工（広州）有限公司董事長 

執 行 役 員 西 嶋   徹 水島工場長、ものづくり研修所長 

執 行 役 員 山 本 俊 一 ＣＳＲ統括部門長、ＣＳＲ推進室長 

執 行 役 員 黒 田 雄 三 ゴム事業部長、ゴム事業管理部長 

執 行 役 員 藤 澤   浩
高岡工場長 
ゼオンノース株式会社代表取締役社長 

 

 (2) 取締役および監査役の報酬等の総額 
 

区     分 人   数 報酬等の額 摘     要 

取   締   役 11名 443百万円
株主総会決議による取締役報酬限度
額は年額550百万円（平成19年６月
定時株主総会決議) 

監   査   役 ５名 73百万円
株主総会決議による監査役報酬限度
額は年額100百万円（平成19年６月
定時株主総会決議) 

合     計 16名 516百万円  
 

(注) 1. 上記報酬等の額には、取締役に対するストックオプションとして付与された新株予約権に
よる報酬額を含めております。なお、株主総会決議による取締役ストックオプション報酬
限度額は年額２億円（平成18年６月定時株主総会決議）であります。 

2. 上記のうち、社外役員４名に対する報酬等の総額は28百万円であります。 
3. 上記のほか、次のとおりの支給があります。 

使用人兼務取締役に対する使用人給与相当額（賞与を含む）        43百万円 
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 (3) 社外役員に関する事項 

  ① 他の法人等の業務執行取締役等との兼任状況 

取締役伊藤晴夫氏は、富士電機株式会社相談役でありますが、同社との間に

は重要な取引関係等はありません。 

監査役藤田讓氏は、朝日生命保険相互会社 高顧問であり、同社との間には

借入金等の取引関係があります。加えて、同社は当社株式10,679千株（持株比

率4.62％）を保有しております。また、同氏は公益社団法人ユナイテッド・ワ

ールド・カレッジ日本協会会長でもありますが、同協会との間には重要な取引

関係等はありません。 

 監査役南雲忠信氏は、横浜ゴム株式会社代表取締役会長兼ＣＥＯであり、同

社は当社合成ゴム製品等の需要家であるとともに、当社株式20,136千株（持株

比率8.71％）を保有しております。 

 

  ② 他の法人等の社外役員との兼任状況 

取締役伊藤晴夫氏は、富士通株式会社および東光電気株式会社の社外取締役

を兼務しておりますが、兼務先と当社との間には重要な取引関係等はありませ

ん。 

監査役藤田讓氏は、富士急行株式会社の社外取締役ならびに古河電気工業株

式会社、日本軽金属ホールディングス株式会社および日本通運株式会社の社外

監査役を兼務しておりますが、兼務先と当社との間には重要な取引関係等はあ

りません。 

 監査役森信博氏は、株式会社東京ドームの社外取締役を兼務しておりますが、

兼務先と当社との間には重要な取引関係等はありません。 

 

  ③ 主な活動状況 

 当期中に開催された取締役会には、取締役伊藤晴夫氏がその９割強に、監査

役藤田讓氏がその７割強に、南雲忠信氏がその全てに、森信博氏がその８割強

にそれぞれ出席しました。また、当期中に開催された監査役会には、監査役藤

田讓氏がその７割弱に、南雲忠信氏がその全てに、森信博氏がその８割強にそ

れぞれ出席しました。各氏とも、その企業経営者としての豊富な経験に基づい

た質問等を積極的に行っております。 
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  ④ 責任限定契約の内容の概要 

 当社は、取締役伊藤晴夫氏、監査役藤田讓氏、南雲忠信氏および森信博氏と

の間に会社法第423条第1項の賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契

約に基づく賠償責任限度額は法令で定める 低責任限度額となります。 

 

５．会計監査人の状況 
 (1) 会計監査人の名称 

   新日本有限責任監査法人 

 

 (2) 会計監査人の報酬等の額 
 

区分 支払額 

会計監査人としての報酬 67百万円 

当社および当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益
の合計額 

130百万円 

 

(注) 1. 当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づ
く監査の監査報酬の額を区分しておりませんので、当期に係る会計監査人としての報酬等
の額には、金融商品取引法に基づく監査の報酬等の額を含めております。 

2. 当社の子会社であるゼオン・ケミカルズ・ヨーロッパ社は、当社の会計監査人以外の監査
法人であるErnst & Young LLPの監査を受けております。 

 

 (3) 非監査業務の内容 

 当社は会計監査人に対して財務デューデリジェンスに係る支援業務を委託して

おります。 

 

 (4) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針 

会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる

場合、監査役会は、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。こ

の場合、監査役会が選定した監査役は、解任後 初に招集される株主総会におき

まして、会計監査人を解任した旨およびその理由を報告いたします。 

 また、当社は、会計監査人の継続監査年数その他の事情を総合的に勘案いたし

まして、その再任または不再任の決定を行うものといたします。 
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６．取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するた
めの体制その他業務の適正を確保するための体制 
 当社は、平成18年４月28日開催の取締役会において、内部統制システム整備に関

する基本方針を決議し、その後も内部統制システム整備状況に応じて数度の改定を

行っております（ 終改定日：平成22年12月21日）。 

 
 

 

内部統制システム整備に関する取締役会決議 
 

平成22年12月21日 

日本ゼオン株式会社取締役会 
 

(前文) 
 

 内部統制とは、リスク管理体制のもとに法令遵守・コンプライアンスの意識を

高め、業務の有効性と効率性を両立させた経営を行い、その結果を適正に開示

し、すべてのステークホルダーに対する説明責任を果たすために必須となる、企

業内部において自律的に制御する業務執行のプロセスである。 

 会社法は、取締役会がその専権として内部統制システムの整備についての大綱 

(基本方針）を定めることを求めており、これに従って代表取締役その他の取締

役が、それぞれの担当業務について、その従業員とともに実効ある内部統制シス

テムを具体化して構築しなければならない。 

 当社取締役会は、現に社内に構築されている内部統制のプロセスを再確認する

とともに、不備があれば速やかにこれを補充することにより、更に優れた内部統

制システムを確立するための「内部統制システム整備に関する基本方針」を以下

のとおり決定する。 

 なお、この基本方針は現時点における、当社に期待される「内部統制システム

整備に関する基本方針」であり、当社取締役会は、法令改正やリスクの変化など

の状況の変化に応じて、これに関する不断の見直しを行うものとする。 
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内部統制システム整備に関する基本方針 
 

１．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制  

(会社法第362条第４項第６号） 

① 取締役会は、すべての取締役で組織し、法令に定める職務のほか、経営の

基本方針・戦略その他重要な業務執行の決定を行う。取締役会は、業務執行

の法令・定款への適合性を確保するため、監査役の出席のもと、原則として

毎月開催し、経営に係る取締役の職務執行の監督を行う。 

② 取締役は、経営に関する重要な事項について、｢常務会規程」に基づき、

社長、常務以上の役付執行役員及び社長が別に委嘱した者で組織する常務会

に付議する。常務会は出席常勤監査役の意見を参考にし、十分な議論を行い

審議・決定する。取締役は、常務会で審議・決定された議案のうち「取締役

会規程」に定めのある重要事項について、取締役会に送付し審議・決定す

る。 

③ 取締役は、｢ＣＳＲ行動指針遵守に関する誓約書」を就任のときに取締役

社長宛に提出し、ＣＳＲ行動指針の遵守を誓約する。取締役のうち事業部を

担当する取締役は、｢独占禁止法遵守に関する誓約書」を就任後、独占禁止

法遵守部会部会長宛に提出し、独占禁止法の遵守を誓約する。 

④ 取締役は、適正な財務報告が、当社の株主・投資家・その他利害関係者か

らの信頼性確保のために重要であるとの認識に立ち、財務報告の信頼性を確

保するために必要な体制を構築する。 

⑤ 監査役は、監査役会が定めた「監査役監査基準」に基づき、取締役会への

出席、子会社を含む業務状況の調査等を通じ、取締役の職務執行の監査を行

う。 

⑥ 取締役会は、反社会的勢力との関係を断絶することをＣＳＲ行動指針に定

め、断固たる態度で反社会的勢力を排除する。 

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制（会社法施行規

則第100条第１項第１号） 

① 取締役は、その担当職務の執行に係る以下の文書（電磁的記録を含む｡）

を、関連資料と併せてこれを少なくとも10年間保管するとともに、必要に応

じて取締役及び監査役が閲覧可能な状態を維持する。 

(1) 株主総会議事録 

(2) 取締役会議事録 

(3) 常務会議事録 

(4) 重要な会議体及び委員会の議事録 

② ①に定める文書の他、契約書、決裁書その他の文書については、文書の保

有に関する規則に基づき適切に保存及び管理を行うものとする。 
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３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制（会社法施行規則第100条第１

項第２号） 

① 取締役会は､「危機管理規程」を損失の危険の管理に関する統括的規程と

位置付け、個別の損失の危険に対応するために、｢独占禁止法遵守規則」｢製

造物責任管理規程」｢安全保障輸出管理規則」等の諸規程を整備する。 

② 社長を議長とするＣＳＲ会議を設置し、ＣＳＲ会議のもとに次の７つの委

員会を常設し、損失の危険の管理にあたる。 

  (1) ＣＳＲ基本政策委員会 

 当社グループ全体のＣＳＲ活動を活性化させるために設置し、ＣＳＲ活

動の基本政策を企画立案し、全社的に推進することを目的とする｡ 

  (2) コンプライアンス委員会 

 法令違背の予防のために設置し、法令遵守の教育・訓練計画を立案し、

主管部門に実施させる。当社グループの役員・従業員が一人ひとり、社会

から求められる価値観・倫理観によって誠実に行動することを求め、それ

を通して公正かつ適切な経営を実現し、地域・社会との調和をはかり、当

社の事業を発展させていくことを目的とする。コンプライアンス委員会の

下部組織として次の部会を設ける｡ 

  ・独占禁止法遵守部会 

 当社グループの役員及び従業員が独占禁止法に違反することを事前に防

止するために設置し、公正で自由な企業間競争を行うことを目的とする。 

  ・安全保障輸出管理部会 

 適正な安全保障輸出管理のために設置し、当社グループが販売する製商

品及び供与する技術に関して、外国為替及び外国貿易管理法並びに同法の

関連法令の規定に従い、適正な輸出及び国内販売を行うことを目的とす

る。 

  ・内部統制部会 

 当社グループにおける財務報告に係る内部統制の構築と評価を推進し、

金融商品取引法に基づく内部統制報告制度を統括することを目的とする。 

  ・情報セキュリティ部会 

 当社グループ全体における情報を適切に管理すること、及び情報資産を

漏洩・改ざん等の脅威から安全に保護することを目的とする｡ 

  (3) 危機管理委員会 

 事業継続のリスク管理のために設置し、組織的に潜在リスクを予防し、

表面化したリスクを収拾する。また万一発生した危機に対して統制の取れ

た対応を取ることによって損失を 小にとどめることを目的とする。 
 

  



〆≠●0 
01_0637001102506.docx 
日本ゼオン㈱様 招集 2013/05/13 21:44:00 印刷 15/22 

― 17 ― 

 

 潜在リスク情報を早期に収集して対処を容易にするために、内部通報制

度を整備する。リスク情報の通報先として、危機管理委員会とともに社外

に設置した弁護士を窓口とする「コンプライアンス・ＨＯＴＬＩＮＥ」を

設け、情報提供の仕組みを整備し、もって社内の自律的な危機管理体制を

担保する。 

 危機管理委員会事務局は、危機管理委員会に報告されたリスク情報を全

て監査役に報告する。前記に関わらず、監査役は、いつでも必要に応じて

危機管理委員会に対してリスク情報の報告を求めることができる。 

  (4) 広報委員会 

 当社グループの理念・姿勢･活動等を社会全体及び各ステークホルダー

に正しく理解してもらうことによる企業知名度及びイメージの向上を図る

こと、並びに当社グループの適時適切な情報開示を行うことを目的とす

る｡ 

  (5) 品質保証委員会 

 当社グループの品質管理、改善及び品質保証教育に関する活動計画立

案、並びにこれらを含めた品質保証に関する活動の実施状況のチェック、

改善、立案を目的とする｡ 

  (6) ＰＬ委員会 

 当社グループのＰＬ予防及びＰＬ教育に関する活動計画立案、並びにＰ

Ｌ防御に関する活動の実施状況のチェック、改善、立案を目的とする｡ 

  (7) 環境安全委員会 

 当社グループの年度環境安全方針案及び重点課題の策定、これらの具体

的実施事項の進捗状況確認及び改善、全社環境安全活動の重要な施策の提

案、法令等の改正への対応に関する基本方針の提案、並びに事故災害に関

連した全社への水平展開を目的とする｡ 

４．取締役の職務の執行が効率的に行なわれることを確保するための体制（会社

法施行規則第100条第１項第３号） 

① 取締役の職務の執行が効率的に行なわれることを確保するための体制の基

礎として、取締役会を原則毎月開催するほか、必要に応じて適時臨時に開催

する。当社の経営方針及び経営戦略に関わる重要事項については、社長、常

務以上の役付執行役員及び社長が別に委嘱した者をもって構成される常務会

を原則として月２回開催し、これらの審議を経て業務執行の決定を行う。 

② 取締役会の決定に基づく業務執行については、｢組織規程｣、｢方針管理規

程」等の諸規程において、それぞれの責任者及びその権限、執行手続につい

て定める。 

③ 取締役会は、執行役員を選任し、その責任と権限を明確にすることによ

り、業務執行のスピードアップを図る。 
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５．使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

(会社法施行規則第100条第１項第４号） 

① コンプライアンス体制の基礎として、行動規範である「ＣＳＲ基本方

針｣、具体的な行動指針である「ＣＳＲ行動指針」を定める。 

 社長を議長とするＣＳＲ会議を設置し、その下部組織としてコンプライア

ンス委員会を設置し、コンプライアンス体制の整備及び維持を図る。また、

適宜に規則・ガイドラインの策定、コンプライアンス教育を実施する。 

② 取締役及び従業員は、従業員の法令違反その他のコンプライアンス違反に

関する事実を発見した場合には、遅滞なく危機管理委員会に報告する。 

③ コンプライアンス委員会委員長は、法令違反その他のコンプライアンス違

反に関する事実についての情報を容易に入手するための通報窓口として、危

機管理委員会及び社外の弁護士を窓口とする「コンプライアンス・ＨＯＴＬ

ＩＮＥ」の内部通報制度の周知を図り、その適正な運用を行う。 

④ 幹部職以上の従業員は、｢ＣＳＲ行動指針遵守に関する誓約書」を取締役

社長宛に毎年１回提出し、ＣＳＲ行動指針の遵守を誓約する。 

⑤ 事業部の部長職以上の従業員は、｢独占禁止法遵守に関する誓約書」を独

占禁止法遵守部会部会長宛に毎年１回提出し、独占禁止法の遵守を誓約す

る。 

⑥ 監査役は、当社のコンプライアンス体制及び内部通報制度の運用に問題が

あると認めるときは、意見を述べるとともに、改善策の策定を求める。 

６．株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正

を確保するための体制（会社法施行規則第100条第１項第５号） 

① 取締役会は、内部監査を担当する取締役の下に監査室を設置し、当社及び

子会社の業務の適正を確保するために必要な監査を行う。 

② 子会社における業務の適正を確保するため、当社グループ全てに適用する

行動指針として、｢ＣＳＲ行動指針」を定め、これを基礎として、グループ

企業各社で諸規程を定めるものとする。 

③ 子会社の経営管理については、当社グループ共通の「グループ企業管理規

程」に従い、当社への決裁・報告制度による子会社経営の管理を行うものと

し、必要に応じてモニタリングを行うものとする。 

④ 子会社の役員及び従業員は、当社からの経営管理、経営指導内容が法令に

違反し、その他コンプライアンス上問題があると認めた場合には、遅滞なく

危機管理委員会に報告する。 

⑤ 当社及び子会社の内部監査は当社グループ共通の内部監査基準に基づいて

実施するものとする。 
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７．監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制及び当該使用人の取締役から

の独立性に関する事項（会社法施行規則第100条第３項第１号・第２号） 

① 監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めたときは、会社は

当社の従業員から監査役補助者を任命するものとする。 

② ①の従業員の取締役からの独立性を確保するために、監査役は①の従業員

の人事について事前に報告を受け、必要な場合は会社に対して変更を申し入

れることができるものとする。 

８．取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告

に関する体制及び監査役の監査が実効的に行なわれることを確保するための

体制（会社法施行規則第100条第３項第３号・第４号） 

① 監査役は、取締役会、常務会その他の重要な会議に出席し、当社の業務執

行に関する報告を受けることができる。 

② 取締役及び従業員は、当社の業務または業績に影響を与える重要な事項が

ある場合は、監査役に直ちに報告する。前記に関わらず、監査役はいつでも

必要に応じて、取締役及び従業員に対して報告を求めることができる。 

③ 取締役は、内部通報に関する規程を定め、その適切な運用を維持すること

により、法令違反その他のコンプライアンス上の問題について監査役への適

切な報告体制を確保する。 

④ 監査役は、自らの判断により、定期的に会計監査人より会計監査の結果を

聴取するとともに意見交換を行い、必要に応じて監査法人の監査に立会い、

また、監査業務を執行した公認会計士と協議の場を持つなどして、監査法人

と相互の連携を高める。 
 

以上 
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７．会社の支配に関する基本方針 
 (1) 当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針 

当社は、当社の支配権の移転を伴う買収提案についての判断は、 終的には当

社の株主全体の意思に基づいて行われるべきものと考えており、当社株券等に対

する大量買付けであっても、当社の株主共同の利益に資するものであれば、これ

を否定するものではありません。 

しかしながら、買収提案の中には、その目的等から見て企業価値および株主共

同の利益に対する明白な侵害をもたらすものや、対象会社の株主に株券等の売却

を事実上強要するもの、対象会社の取締役会や株主が買収提案の内容を検討する

ための十分な時間や情報を提供しないもの等、対象会社の株主共同の利益に資さ

ないものもないとは言えません。 

当社の企業価値を維持・向上させていくためには、当社の企業価値の源泉であ

る、お客様の夢と快適な社会の実現に役立つ「優れた製品やサービス」を続々と

提供することを可能とする「独創的技術」の強化・創出とともに、高度の専門性

を有するのみならず、「スピード｣「対話｣「社会貢献」という当社の重要な価値

観を理解し、この価値観に基づいた行動を実践できる多様かつ有能な人材を、研

究開発・生産・販売・管理等のさまざまな分野にわたり育成・確保すること、な

らびにユーザー密着型の製品開発および市場展開等に貢献する取引先との良好な

関係を構築することが必要不可欠です。さらに、当社は、ＣＳＲ（Corporate 

Social Responsibility）を全うし、広く社会からの信頼を確保することも、企

業価値の持続的向上のためには必要不可欠と考えております。従いまして、当社

株券等の大量買付けを行う者が、当社の財務および事業の内容を理解するのは勿

論のこと、こうした当社の企業価値の源泉を理解した上で、これらを中長期的に

確保し、向上させる姿勢と方針を持つのでなければ、当社の株主共同の利益は毀

損されることになります。 

また、外部者である買収者から買収の提案を受けた際に、当社株主の皆様が当

社の有形無形の経営資源、将来を見据えた施策の潜在的効果その他当社の企業価

値を構成する要素を十分に把握した上で、当該買収が当社の企業価値および株主

共同の利益に及ぼす影響を短期間のうちに適切に判断することは必ずしも容易で

ないものと思われます。従いまして、当社株主の皆様に買収の提案の内容を検討

するための十分な情報や時間を提供せずに、当社株券等の大量買付けや買収の提

案が行われる場合には、当社の株主共同の利益が毀損されることになりかねませ

ん。 

 当社は、このような当社の株主共同の利益に資さない買収提案を行う者は、当

社の財務および事業の方針の決定を支配する者として不適切であり、このような

者による大量買付けに対しては、必要かつ相当な対抗措置を採ることにより、当

社の株主共同の利益を確保する必要があると考えます。   
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(2) 当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資

する特別な取組み 

当社は昭和25年４月の設立以来、｢大地の永遠と人類の繁栄に貢献するゼオン」

を企業理念として、大地（ギリシャ語で「ゼオ｣）と永遠（ギリシャ語で ｢エオ

ン｣）からなるゼオンの名にふさわしく、世界に誇り得る独創的技術により、地

球環境と人類の繁栄に貢献することを使命に、企業価値の維持・向上に努めてま

いりました。具体的には、当社の開発した世界 高レベルの蒸留精製技術である

ＧＰＢ法およびＧＰＩ法その他の独自技術により、原油生成物であるＣ４留分お

よびＣ５留分を徹底的に分離精製し、特殊ゴム、リーフアルコール、シクロオレ

フィンポリマー、光学フィルム等に代表される高付加価値の石油化学製品を続々

と生み出すことを通じて、高い性能を要求される用途に応え続け、お客様の夢と

快適な社会の実現に貢献し、ひいては当社の市場競争力を創造してきたものであ

ります。 

このように当社の企業価値の源泉は、第一義的には、お客様に「優れた製品や

サービス」を続々と提供することを可能とする「独創的技術」にあります。当社

はエラストマー素材事業と高機能材料事業のそれぞれの強みを磨き上げ、両輪で

グローバルに事業を拡大することを基本方針に、海外新生産拠点の構築と重点３

事業分野（情報用部材・エナジー用部材・メディカルデバイス）での新製品開発

へのリソース積極投入による研究開発の加速、工場とも連携した既存生産技術の

改善と新規生産技術の開発、新規探索開発活動の強化といった諸課題への取り組

みを通じて、独創的技術の継続的な強化・創出、お客様の夢と快適な社会の実現

に貢献する製品・サービスの提供に努めております。 

そして、このような独創的技術を基盤とした事業展開には、研究開発・生産・

販売・管理等のさまざまな分野にわたり、高度の専門性を有するとともに「スピ

ード」｢対話」｢社会貢献」という当社の重要な価値観を理解し、この価値観に基

づいた行動を実践できる多様かつ有能な人材を確保することが不可欠であり、当

社においても労使間で長年にわたり醸成された深い信頼関係の下、こうした人材

の育成・確保に努めております。また、長年の取引関係を通じ築き上げてまいり

ました顧客・取引先との良好な関係も、ユーザー密着型の製品開発および市場展

開を可能とする等の面で、当社の企業価値の維持・向上に寄与するものと考えら

れます。 

さらに、当社は、ＣＳＲ（Corporate Social Responsibility）を全うし、広

く社会からの信頼を確保することも、企業価値の持続的向上のためには必要不可

欠と考えております。当社は、ＣＳＲの取り組みの基本的な考え方を対外的に明

らかにし、ゼオングループ全員が今一度ＣＳＲへの思いを新たにすべく、平成22

年４月に「コンプライアンスを徹底し、社会の安全・安心に応える」「企業活動

を通じ、社会の持続的発展と地球環境に貢献する」「一人ひとりがＣＳＲを自覚
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し、行動する」の３項目からなる『ＣＳＲ基本方針』と、その趣旨を具体的に求

められる行動の基準として列挙し、規定化した『ＣＳＲ行動指針』を制定しまし

た。また、平成23年１月からは、社長を議長とした『ＣＳＲ会議』を 高機関と

する新たなＣＳＲ推進体制をスタートさせ、コンプライアンス体制の強化、安全

な工場の実現、地域社会との共生等の諸課題に継続的に取り組み、当社に係る利

害関係者（いわゆるステークホルダー）の信頼の維持・確保に努めております。 

 当社は、中期経営計画の策定および実行等の取組みを通じ、これら当社の企業

価値の源泉を今後も継続的に発展させていくことが、企業価値ひいては株主共同

の利益の維持・向上につながるものと考えており、基本方針の実現にも資するも

のと考えております。したがって、かかる取組みは、基本方針に沿い、当社の株

主共同の利益に合致するものであり、当社の会社役員の地位の維持を目的とする

ものではありません。 

 

(3) 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が

支配されることを防止するための取組み 

 当社は、平成20年６月27日開催の当社定時株主総会において、「当社株券等の

大量買付行為に関する対応方針」を導入いたしましたが、有効期間満了にあたり、

平成23年６月29日開催の当社定時株主総会において、一部改定のうえ継続する決

議をいたしました（以下、継続後の方針を「本対応方針」といいます｡）｡当社は

本対応方針を、平成23年５月23日付「当社株券等の大量買付行為に関する対応方

針（買収防衛策）の継続について」として以下のURLに公表しております。詳細

については、こちらをご覧ください。 

   http://www.zeon.co.jp/ir/news/20110523_2.pdf 

本対応方針は、当社株券等に対する大量買付けが行われた際に、かかる大量買

付けに応じるべきか否かを株主の皆様が判断し、或いは当社取締役会が代替案を

提案するために必要な情報や時間を確保すること、または場合により株主の皆様

のために買付者と交渉を行うこと等を可能とすることで、当社の企業価値ひいて

は株主共同の利益に反する買付行為を抑止するための枠組みとして導入されるも

のであり、基本方針に沿うものです。 
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 さらに、当社取締役会は次の理由から、本対応方針が当社株主の共同の利益を

損なうものでなく、また、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものでもな

いと考えております。 

  ① 買収防衛策に関する指針の要件を充足していること 

 本対応方針は、経済産業省および法務省が平成17年５月27日に発表した「企

業価値・株主共同の利益の確保または向上のための買収防衛策に関する指針」

の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、事前開示・

株主意思の原則、必要性・相当性確保の原則）を完全に充足しています。また、

経済産業省企業価値研究会が平成20年６月30日に発表した「近時の諸環境の変

化を踏まえた買収防衛策の在り方」の提言内容も踏まえた内容となっておりま

す。 

  ② 株主共同の利益を損なうものではないこと 

本対応方針は、当社株券等に対する大量買付けがなされた際に、当該買付け

に応じるべきか否かを株主の皆様が判断し、或いは当社取締役会が代替案を提

示するために必要な情報や時間を確保し、または株主の皆様のために買付者と

交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の株主共同の利益を確保し、

向上させるという目的をもって継続導入されるものです。 

 本対応方針の継続は、株主の皆様のご承認を条件としており、株主の皆様の

ご意向によっては本対応方針の廃止も可能であることから、本対応方針が株主

共同の利益を損なわないことを担保していると考えられます。 

  ③ 株主意思を反映するものであること 

当社は、本対応方針の継続に関する承認議案を平成23年６月29日開催の定時

株主総会に付議し、本対応方針は株主の皆様の承認を得ておりますので、その

継続についての株主の皆様のご意向が反映されております。 

 また、本対応方針の有効期間の満了前であっても、株主総会において本対応

方針を廃止する旨の決議が行われた場合には、本対応方針はその時点で廃止さ

れることになり、株主の皆様のご意向が反映されます。 

  ④ 外部専門家の意見の取得 

 当社取締役会は、大量買付行為に関して評価、検討、意見形成、代替案立案

および大量買付者との交渉を行うに際しては、必要に応じて、外部専門家（フ

ィナンシャル・アドバイザー、弁護士、公認会計士等）の助言を得ます。これ

により当社取締役会の判断の客観性および合理性が担保されることになります。 
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  ⑤ 特別委員会の設置 

 当社は、本対応方針の必要性および相当性を確保し、経営者の保身のために

本対応方針が濫用されることを防止するために、特別委員会を設置し、当社取

締役会が対抗措置を発動する場合には、その判断の公正を担保し、且つ、当社

取締役会の恣意的な判断を排除するために、特別委員会の勧告を 大限尊重す

るものとしています。 

  ⑥ デッドハンド型買収防衛策等ではないこと 

本対応方針は、当社の株主総会において選任された取締役により構成される

取締役会によって廃止することが可能です。したがって、本対応方針は、デッ

ドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交代させてもなお、発動

を阻止できない買収防衛策）ではありません。 

 また、当社は期差任期制を採用していないため、本対応方針はスローハンド

型買収防衛策（取締役会の構成員の交替を一度に行うことができないため、そ

の実施を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもありません。 

 

以上 

 

 

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 

  備 考 

  事業報告は次により記載されております。 

1. 百万円単位の記載金額はそれぞれ単位未満四捨五入により表示しております。 

  2. 千株単位の株式数は千株未満切捨てにより表示しております。 
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連 結 貸 借 対 照 表 
 

 

(平成25年３月31日現在)
(単位：百万円) 

 

資   産   の   部 負   債   の   部 

科     目 金   額 科     目 金   額 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受取手形及び売掛金 

商 品 及 び 製 品 

仕 掛 品 

原材料及び貯蔵品 

未 収 入 金 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 及 び 構 築 物 

機械装置及び運搬具 

土 地 

建 設 仮 勘 定 

そ の 他 

無 形 固 定 資 産 

投 資 そ の 他 の 資 産 

投 資 有 価 証 券 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

175,656

12,216

69,299

43,145

3,826

9,607

31,916

2,703

3,019

△ 75

174,852

108,937

34,817

35,126

18,042

16,751

4,200

6,577

59,338

51,971

901

6,773

△ 306

流 動 負 債

支払手形及び買掛金

短 期 借 入 金

コマーシャル・ペーパー

1年内償還予定の社債

未 払 法 人 税 等

賞 与 引 当 金

そ の 他 の 引 当 金

そ の 他

固 定 負 債

長 期 借 入 金

繰 延 税 金 負 債

退 職 給 付 引 当 金

そ の 他 の 引 当 金

そ の 他

134,560 

73,953 

20,156 

7,000 

10,000 

3,923 

1,657 

123 

17,747 

53,891 

29,327 

8,059 

11,549 

1,762 

3,194 

負 債 合 計 188,451 

純  資  産  の  部 

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

為 替 換 算 調 整 勘 定

年 金 負 債 調 整 額

新 株 予 約 権

少 数 株 主 持 分

150,312 

24,211 

18,372 

115,836 

△ 8,108 

8,182 

15,848 

△ 0 

△ 5,468 

△ 2,199 

262 

3,301 

純 資 産 合 計 162,057 

資 産 合 計 350,508 負 債 純 資 産 合 計 350,508 
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連 結 損 益 計 算 書 
   

   

 

(平成24年４月１日から
平成25年３月31日まで)

(単位：百万円) 
 

科           目 金       額 

売 上 高 250,763 

売 上 原 価 180,624 

売 上 総 利 益 70,139 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 46,442 

営 業 利 益 23,696 

営 業 外 収 益 3,949 

受 取 利 息 104 

受 取 配 当 金 1,119 

為 替 差 益 1,345 

物 品 売 却 益 462 

補 助 金 収 入 440 

雑 収 入 480 

営 業 外 費 用 2,434 

支 払 利 息 934 

休 止 固 定 資 産 減 価 償 却 費 1,330 

雑 損 失 170 

経 常 利 益 25,212 

特 別 利 益 605 

負 の の れ ん 発 生 益 119 

関 係 会 社 株 式 売 却 益 212 

受 取 補 償 金 251 

そ の 他 24 

特 別 損 失 2,394 

固 定 資 産 処 分 損 353 

減 損 損 失 1,540 

投 資 有 価 証 券 評 価 損 483 

そ の 他 19 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 23,423 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 7,235 

法 人 税 等 調 整 額 1,023 

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 15,166 

少 数 株 主 利 益 416 

当 期 純 利 益 14,750 
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連結株主資本等変動計算書 
   

   

(平成24年４月１日から
平成25年３月31日まで) 

(単位：百万円) 
 

   
 株主資本  
  資本金  
   当期首残高 24,211 
   当期変動額  

    当期変動額合計 ― 

   当期末残高 24,211 

  資本剰余金  
   当期首残高 18,372 
   当期変動額  

    当期変動額合計 ― 

   当期末残高 18,372 

  利益剰余金  
   当期首残高 103,861 
   当期変動額  
    剰余金の配当 △ 2,774 
    当期純利益 14,750 
    自己株式の処分 △ 0 

    当期変動額合計 11,976 

   当期末残高 115,836 

  自己株式  
   当期首残高 △ 8,104 
   当期変動額  
    自己株式の処分 1 
    自己株式の取得 △ 5 

    当期変動額合計 △ 4 

   当期末残高 △ 8,108 

  株主資本合計  
   当期首残高 138,340 
   当期変動額  
    剰余金の配当 △ 2,774 
    当期純利益 14,750 
    自己株式の処分 1 
    自己株式の取得 △ 5 

    当期変動額合計 11,972 

   当期末残高 150,312 

 その他の包括利益累計額  
  その他有価証券評価差額金  
   当期首残高 5,210 
   当期変動額  
    株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 10,638 

    当期変動額合計 10,638 

   当期末残高 15,848 
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(単位：百万円) 
 

   
  繰延ヘッジ損益  
   当期首残高 1 
   当期変動額  
    株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △ 2 

    当期変動額合計 △ 2 

   当期末残高 △ 0 

  為替換算調整勘定  
   当期首残高 △ 9,063 
   当期変動額  
    株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 3,596 

    当期変動額合計 3,596 

   当期末残高 △ 5,468 

  年金負債調整額  
   当期首残高 △ 2,037 
   当期変動額  
    株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △ 162 

    当期変動額合計 △ 162 

   当期末残高 △ 2,199 

  その他の包括利益累計額合計  
   当期首残高 △ 5,889 
   当期変動額  
    株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 14,071 

    当期変動額合計 14,071 

   当期末残高 8,182 

 新株予約権  
  当期首残高 228 
  当期変動額  
   株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 33 

   当期変動額合計 33 

  当期末残高 262 

 少数株主持分  
  当期首残高 2,801 
  当期変動額  
   株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 501 

   当期変動額合計 501 

  当期末残高 3,301 

 純資産合計  
  当期首残高 135,480 
  当期変動額  
   剰余金の配当 △ 2,774 
   当期純利益 14,750 
   自己株式の処分 1 
   自己株式の取得 △ 5 
   株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 14,605 

   当期変動額合計 26,577 

  当期末残高 162,057 
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貸 借 対 照 表 
 

 

 
(平成25年３月31日現在)

(単位：百万円) 
 

資   産   の   部 負   債   の   部 

科     目 金   額 科     目 金   額 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受 取 手 形 

売 掛 金 

商 品 及 び 製 品 

仕 掛 品 

原材料及び貯蔵品 

前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

未 収 入 金 

短 期 貸 付 金 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

構 築 物 

機 械 装 置 

車 両 運 搬 具 

工具、器具及び備品 

土 地 

リ ー ス 資 産 

建 設 仮 勘 定 

無 形 固 定 資 産 

ソ フ ト ウ エ ア 

そ の 他 

投 資 そ の 他 の 資 産 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

関 係 会 社 出 資 金 

長 期 貸 付 金 

長 期 前 払 費 用 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

140,963

5,827

166

54,110

28,606

3,051

6,236

521

1,774

30,700

9,334

644

△7

162,244

78,699

24,755

5,766

28,804

13

2,147

11,291

287

5,634

3,132

3,038

95

80,413

47,465

26,927

1,948

1,346

1,628

1,197

△99

流 動 負 債

買 掛 金

短 期 借 入 金

コマーシャル・ペーパー

1年以内償還予定の社債

リ ー ス 債 務

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

前 受 金

預 り 金

賞 与 引 当 金

修 繕 引 当 金

固 定 負 債

長 期 借 入 金

リ ー ス 債 務

繰 延 税 金 負 債

長 期 未 払 金

修 繕 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

環 境 対 策 引 当 金

資 産 除 去 債 務

123,999 

65,854 

16,026 

7,000 

10,000 

91 

13,733 

2,986 

3,227 

425 

3,498 

1,063 

96 

41,361 

26,500 

215 

5,358 

185 

1,020 

6,649 

724 

710 

負 債 合 計 165,360 

純  資  産  の  部 

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

その他利益剰余金

圧縮記帳積立金

別 途 積 立 金

繰越利益剰余金

自 己 株 式

評 価 ・ 換 算 差 額 等

その他有価証券評価差額金

新 株 予 約 権

122,041 

24,211 

18,336 

18,336 

87,602 

3,027 

84,575 

727 

9,081 

74,767 

△8,108 

15,544 

15,544 

262 

純 資 産 合 計 137,847 

資 産 合 計 303,207 負 債 純 資 産 合 計 303,207 
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損 益 計 算 書 
 

 

 

(平成24年４月１日から
平成25年３月31日まで)

(単位:百万円) 
 

科           目 金       額 

売 上 高 180,868 

売 上 原 価 127,139 

売 上 総 利 益 53,730 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 36,114 

営 業 利 益 17,615 

営 業 外 収 益 3,938 

受 取 利 息 ・ 配 当 金 1,345 

そ の 他 2,594 

営 業 外 費 用 2,321 

支 払 利 息 868 

そ の 他 1,453 

経 常 利 益 19,232 

特 別 利 益 372 

関 係 会 社 株 式 売 却 益 212 

そ の 他 161 

特 別 損 失 2,280 

固 定 資 産 処 分 損 277 

減 損 損 失 1,540 

投 資 有 価 証 券 評 価 損 463 

そ の 他 1 

税 引 前 当 期 純 利 益 17,325 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 5,127 

法 人 税 等 調 整 額 645 

当 期 純 利 益 11,552 
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株主資本等変動計算書 
   

   

 

(平成24年４月１日から
平成25年３月31日まで)

(単位：百万円) 
 

   
 株主資本  
  資本金  
   当期首残高 24,211 
   当期変動額  

    当期変動額合計 ― 

   当期末残高 24,211 

  資本剰余金  
   資本準備金  
    当期首残高 18,336 
    当期変動額  

     当期変動額合計 ― 

    当期末残高 18,336 

   資本剰余金合計  
    当期首残高 18,336 
    当期変動額  

     当期変動額合計 ― 

    当期末残高 18,336 

  利益剰余金  
   利益準備金  
    当期首残高 3,027 
    当期変動額  

     当期変動額合計 ― 

    当期末残高 3,027 

   その他利益剰余金  
    圧縮記帳積立金  
     当期首残高 779 
     当期変動額  
      圧縮記帳積立金の取崩 △ 53 

      当期変動額合計 △ 53 

     当期末残高 727 

    別途積立金  
     当期首残高 9,081 
     当期変動額  

      当期変動額合計 ― 

     当期末残高 9,081 
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(単位：百万円) 
 

   
    繰越利益剰余金  
     当期首残高 65,937 
     当期変動額  
      圧縮記帳積立金の取崩 53 
      剰余金の配当 △ 2,774 
      当期純利益 11,552 
      自己株式の処分 △ 0 

      当期変動額合計 8,831 

     当期末残高 74,767 

   利益剰余金合計  
    当期首残高 78,824 
    当期変動額  
     圧縮記帳積立金の取崩 ― 
     剰余金の配当 △ 2,774 
     当期純利益 11,552 
     自己株式の処分 △ 0 

     当期変動額合計 8,778 

    当期末残高 87,602 

  自己株式  
   当期首残高 △ 8,104 
   当期変動額  
    自己株式の処分 1 
    自己株式の取得 △ 5 

    当期変動額合計 △ 4 

   当期末残高 △ 8,108 

  株主資本合計  
   当期首残高 113,267 
   当期変動額  

    剰余金の配当 △ 2,774  
    当期純利益 11,552 
    自己株式の処分 1 
    自己株式の取得 △ 5 

    当期変動額合計 8,774 

   当期末残高 122,041 

 評価・換算差額等  
  その他有価証券評価差額金  
   当期首残高 5,009 
   当期変動額  
    株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 10,535 

    当期変動額合計 10,535 

   当期末残高 15,544 

  評価・換算差額等合計  
   当期首残高 5,009 
   当期変動額  
    株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 10,535 

    当期変動額合計 10,535 

   当期末残高 15,544 
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(単位：百万円) 
 

   
 新株予約権  
  当期首残高 228 
  当期変動額  
   株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 33 

   当期変動額合計 33 

  当期末残高 262 

 純資産合計  
  当期首残高 118,504 
  当期変動額  

   剰余金の配当 △ 2,774  
   当期純利益 11,552 
   自己株式の処分 1 
   自己株式の取得 △ 5 
   株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 10,569 

   当期変動額合計 19,342 

  当期末残高 137,847 
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連結計算書類に係る会計監査報告 
 

 

独立監査人の監査報告書 
平成25年５月15日 

日 本 ゼ オ ン 株 式 会 社 
 取 締 役 会  御 中 
 

新日本有限責任監査法人 
 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 沼 田   徹 ㊞
 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 百 井 俊 次 ㊞
 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 藤 原   選 ㊞

 
 当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、日本ゼオン株式会社の平成24年４
月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対
照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行っ
た。 
 
連結計算書類に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要
な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内
部統制を整備及び運用することが含まれる。 
 
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算
書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当
と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算
書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策
定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 
 監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続
が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類
の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統
制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実
施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正
な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書
類の表示を検討することが含まれる。 
 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。 
 
監査意見 
 当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠して、日本ゼオン株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連
結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示して
いるものと認める。 
 
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき
利害関係はない。 
 

以 上 
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計算書類に係る会計監査報告 
 

 

独立監査人の監査報告書 
平成25年５月15日 

日 本 ゼ オ ン 株 式 会 社 
 取 締 役 会  御 中 
 

新日本有限責任監査法人 
 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 沼 田   徹 ㊞
 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 百 井 俊 次 ㊞
 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 藤 原   選 ㊞

 
 当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、日本ゼオン株式会社の平成
24年４月１日から平成25年３月31日までの第88期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について
監査を行った。 
 
計算書類等に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は
誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するた
めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
 
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類
及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査
法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保
証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 
 監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手
するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬によ
る計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用
される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ
た見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが
含まれる。 
 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。 
 
監査意見 
 当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当
と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の
財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
 
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき
利害関係はない。 
 

以 上 
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監査役会の監査報告 
 

 

監 査 報 告 書 
 
 当監査役会は、平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第88期事業年度
の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき審議の
結果、監査役全員の一致した意見として本監査報告書を作成し、以下のとおり報
告いたします。 
 
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 
 監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況
及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の
執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。 
 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、監
査計画等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、
情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会
議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事
業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載
されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため
の体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法
施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議
の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）につい
て、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を
受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。 
 なお、財務報告に係る内部統制については、取締役等及び新日本有限責任監
査法人から当該内部統制の評価及び監査の状況について報告を受け、必要に応
じて説明を求めました。 
 事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針及び
同号ロの各取組みについては、取締役会その他における審議の状況等を踏ま
え、その内容について検討を加えました。子会社については、子会社の取締役
及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業
の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及び
その附属明細書について検討いたしました。 
 さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施してい
るかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につい
て報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務
の遂行が適正に行われることを確保するための体制｣（会社計算規則第131条各
号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準｣（平成17年10月28日企業会
計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求め
ました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに
連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書
及び連結注記表）について検討いたしました。 
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２．監査の結果 

 (1) 事業報告等の監査結果 

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正

しく示しているものと認めます。 

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反す

る重大な事実は認められません。 

③ 内部統制システム整備に関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取

締役の職務の執行についても、財務報告に係る内部統制を含め、指摘す

べき事項は認められません。 

④ 事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する

者の在り方に関する基本方針については、指摘すべき事項は認められま

せん。事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号ロの各

取組みは、当該基本方針に沿ったものであり、当社の株主共同の利益を

損なうものではなく、かつ、当社の会社役員の地位の維持を目的とする

ものではないと認めます。 

 (2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果 

 会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると

認めます。 

 (3) 連結計算書類の監査結果 

 会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると

認めます。 
 

   平成25年５月17日 
 

日本ゼオン株式会社  監査役会 
 

常勤監査役 岡 田 誠 一 ㊞

常勤監査役 岩 田 峰 郎 ㊞

社外監査役 藤 田   讓 ㊞

社外監査役 南 雲 忠 信 ㊞

社外監査役 森   信 博 ㊞
  

 

以 上 
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株主総会参考書類 
 

議案および参考事項 

 

第１号議案 剰余金の処分の件 

当社は、剰余金の配当につきましては、株主の皆様へ安定的、継続的に行うこと

を基本方針としております。 

 このような方針のもとに、平成25年３月期の期末配当につきましては、以下のと

おり１株あたり６円とさせていただきたいと存じます。この結果、年間配当金は中

間配当を含めますと１株あたり12円となり、前期実績から１円の増配となります。 

 

  期末配当に関する事項 

   (1) 株主に対する配当財産の割当てに関する事項およびその総額 

     当社普通株式１株につき金６円00銭  総額1,386,973,446円 

   (2) 剰余金の配当が効力を生ずる日 

     平成25年６月28日 

 

第２号議案 定款一部変更の件 

(1) 提案の理由 

 本定時株主総会終了後に予定しております経営体制の変更に伴い、株主総会の

招集者および議長に関する現行定款第14条および第15条について所要の変更を行

い、併せて条数の繰り上げを行うものであります。 

(2) 変更の内容 

 変更の内容は、次のとおりであります。 

（下線は変更部分) 

現 行 定 款 変 更 案 

(招集者） 
第14条 株主総会は、法令に別段の定め

がある場合を除き、取締役会の決
議によって、その日時及び場所等
会社法第298条第１項各号に掲げ
る事項を定め、取締役社長が招集
する｡ 

② 取締役社長に事故のあるとき
は、あらかじめ取締役会の定めた
順序に従い、他の取締役がこれに
代わる｡ 

(招集者及び議長） 
第14条 株主総会は、法令に別段の定め

がある場合を除き、取締役会の決
議によって、その日時及び場所等
会社法第298条第１項各号に掲げ
る事項を定め、代表取締役が招集
し、議長となる｡ 

② 代表取締役が２名以上の場合又
は全ての代表取締役に事故のある
場合は、あらかじめ取締役会の定
めた順序に従い、それぞれ、１名
の代表取締役又は他の取締役が株
主総会を招集し、議長となる｡   
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現 行 定 款 変 更 案 

(議長) 
第15条 株主総会の議長は、取締役社長

がこれに当たる｡ 
② 取締役社長に事故のあるとき

は、あらかじめ取締役会の定めた
順序に従い、他の取締役がこれに
代わる｡ 

（削除） 
 

第16条～第51条 （条文省略） 第15条～第50条 （現行どおり） 

 

第３号議案 取締役10名選任の件 

 現任取締役11名は、本定時株主総会終結の時をもって全員任期満了となりますの

で、社外取締役１名を含む取締役10名の選任をお願いするものであります。 

  取締役の候補者は次のとおりであります。 
 

候補者 
番 号 

氏   名 
(生年月日) 

略歴、当社における地位および担当 
ならびに重要な兼職の状況 

所有する当社 
株 式 の 数 

１ 

ふる  かわ  なお  ずみ 

古 河 直 純 
 

(昭和19年12月22日生) 

昭和42年４月 当社入社 

107,000株 
平成９年６月 当社取締役 
平成11年６月 当社常務取締役 
平成13年６月 当社専務取締役 
平成15年６月 当社取締役社長（現任） 

２ 

 た   なか  きみ  あき 

田 中 公 章 
 

(昭和28年２月19日生) 

昭和54年４月 当社入社 

34,000株 

平成17年６月 当社取締役 
平成19年６月 当社取締役 兼執行役員 
平成23年６月 当社取締役 兼常務執行役員
平成24年６月 当社取締役 兼専務執行役員

(現任） 
    現在 経営企画担当、人事担当 兼

生産担当 

３ 

ふし   み   よし  まさ 

伏 見 好 正 
 

(昭和25年12月５日生) 

昭和50年４月 当社入社 

57,000株 

平成15年６月 当社取締役 
平成19年６月 当社常務取締役 兼執行役員
平成21年６月 当社取締役 兼常務執行役員
平成24年６月 当社取締役 兼専務執行役員

(現任） 
    現在 基盤事業本部長 
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候補者 
番 号 

氏   名 
(生年月日) 

略歴、当社における地位および担当 
ならびに重要な兼職の状況 

所有する当社 
株 式 の 数 

４ 

おお  しま  まさ  よし 

大 島 正 義 
 

(昭和26年８月19日生) 

昭和50年４月 当社入社 

11,000株 

平成19年６月 当社執行役員 
平成21年６月 当社取締役 兼執行役員 
平成23年６月 当社取締役 兼常務執行役員
平成24年６月 当社取締役 兼専務執行役員

(現任） 
    現在 高機能事業本部長 
（重要な兼職の状況） 
泉瑞股份有限公司董事長 

５ 

  みなみ      ただ  ゆき 

南   忠 幸 
 

(昭和27年４月１日生) 

昭和49年４月 当社入社 

62,000株 

平成15年６月 当社取締役 
平成19年６月 当社常務取締役 兼執行役員
平成21年６月 当社取締役 兼常務執行役員

(現任） 
    現在 経営管理担当 兼経営管理統

括部門長 
（重要な兼職の状況） 
ゼオンエフアンドビー株式会社代表取締役 

６ 

 たけ  がみ      ひろし 

武 上   博 
 

(昭和26年７月25日生) 

昭和52年４月 当社入社 

41,000株 

平成17年６月 当社取締役 
平成19年６月 当社取締役 兼執行役員 
平成24年６月 当社取締役 兼常務執行役員

(現任） 
    現在 ＣＳＲ担当、ＣＳＲ統括部門

長 兼ＣＳＲ推進室長 

７ 

みつ  ひら  よし  ゆき 

三 平 能 之 
 

(昭和27年８月23日生) 
 

※新任取締役候補者 

昭和53年４月 当社入社 

11,000株 

平成16年７月 当社徳山工場副工場長 
平成20年６月 当社執行役員 
平成24年６月 当社常務執行役員（現任） 
    現在 総合開発センター長 兼総合

開発センター管理部長 
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候補者 
番 号 

氏   名 
(生年月日) 

略歴、当社における地位および担当 
ならびに重要な兼職の状況 

所有する当社 
株 式 の 数 

８ 

 い   とう  はる   お  

伊 藤 晴 夫 
 

(昭和18年11月９日生) 
 

※社外取締役候補者 

昭和43年４月 富士電機製造株式会社入社 

2,000株 

平成10年６月 富士電機株式会社取締役 
平成15年10月 富士電機システムズ株式会社

代表取締役社長 
平成18年６月 富士電機ホールディングス株

式会社代表取締役 取締役社
長 

平成22年４月 同社取締役相談役 
平成22年６月 同社相談役（現任） 
平成23年６月 当社取締役（現任） 
（重要な兼職の状況） 
富士電機株式会社（旧社名 富士電機ホール
ディングス株式会社）相談役 
富士通株式会社社外取締役 
東光電気株式会社社外取締役 

９ 

ひら  かわ  ひろ  ゆき 

平 川 宏 之 
 

(昭和33年８月23日生) 

昭和56年４月 当社入社 

18,000株 

平成20年４月 当社経営企画部長 
平成20年６月 当社執行役員 
平成21年６月 当社取締役 兼執行役員（現

任） 
    現在 特別プロジェクト担当 
（重要な兼職の状況） 
ゼオンケミカルズシンガポール株式会社取締
役社長 
ゼオンアジア株式会社取締役社長 

10 

 い   とう      けい 

伊 藤   敬 
 

(昭和34年６月１日生) 

昭和57年４月 当社入社 

11,000株 

平成19年６月 ゼオンメディカル株式会社代
表取締役 

平成21年６月 当社執行役員 
平成23年６月 当社取締役 兼執行役員（現

任） 
    現在 経営企画統括部門長、人事統

括部門長、原料統括、兼経営
企画部長 

 

(注) １．伊藤晴夫氏は、会社法施行規則第２条第３項第７号に定める社外取締役候補者であります。
同氏を社外取締役候補者とした理由は、同氏は富士電機株式会社の経営に長年携わられ、
その経歴を通じて培われた経営の専門家としての経験・見識を有しておられることから、
その視点に基づく当社の経営についての指導と提言を期待するためであります。なお、同
氏の社外取締役としての在任期間は、本定時株主総会終結の時をもって２年間であります。 

２．当社は、伊藤晴夫氏を東京証券取引所に独立役員として届け出ております。 
３．当社は、伊藤晴夫氏との間に、会社法第423条第１項の賠償責任を法令で定める最低責任限

度額に限定する契約を締結しておりますが、同氏の選任が承認された場合、引き続き同様
の内容の契約を継続する予定であります。 

４．大島正義氏は、泉瑞股份有限公司董事長であり、当社は同社と高機能樹脂製品の販売等の
取引を行っております。 
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５．その他の候補者と当社との間には、会社法施行規則第74条第２項第３号に定める特別の利
害関係はありません。 

 

第４号議案 監査役１名選任の件 

 現任監査役のうち、岩田峰郎氏は本定時株主総会終結の時をもって任期満了とな

りますので、あらためて監査役１名の選任をお願いするものであります。なお、本

議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。 

  監査役の候補者は次のとおりであります。 
 

氏   名 
(生年月日) 

略歴、当社における地位 
および重要な兼職の状況 

所有する当社 
株 式 の 数 

 は せ が わ       じゅん 

長谷川   純 
 

(昭和29年９月13日生) 
 

※新任監査役候補者 

昭和55年４月 当社入社 

32,000株 
平成20年４月 当社総合開発センター長 
平成20年６月 当社執行役員 
平成21年６月 当社取締役 兼執行役員（現

任） 
 

 (注) 長谷川純氏と当社との間には、会社法施行規則第76条第１項第２号に定める特別の利害関係は
ありません。 

 

以 上 
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＜メモ欄＞ 
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会  場  ご  案  内 
 

 

 

 

       ●JR東京駅 丸の内北口通路より直結 

       ●東京メトロ丸の内線東京駅 丸の内北口通路より直結 

       ●東京メトロ東西線大手町駅 地下通路より直結 


